
ｂ－Ｓｍｉｌｅサポートｆｏｒらくうるカート サービス利用規約 

 

第１章 総 則 

第１条 （本規約） 

この利用規約（以下、「本規約」とします。）は、大阪商工会議所（以下、「本所」としま

す。）が提供する「ｂ－Ｓｍｉｌｅサポートｆｏｒらくうるカート」（以下、「本サービ

ス」とします。）の利用に関する契約（以下、「本契約」といいます。）一切に対して適用

します。また、本サービスの利用に関して、本規約及び本規約の会規約又はガイドライン

等を定めることがあり、これらは本規約の一部として利用者による本サービスの利用に適

用されるものとします。 

 

第２条 （用語の定義） 

1.「利用者」とは、本サービスの利用を申し込み、本所が承諾した者をいいます。 

2.「購入者」とは、ヤマト運輸株式会社が提供するＡＳＰショッピングカートサービス「ら

くうるカート」（以下、「らくうるカート」とします。）のシステムを通じて、利用者に

商品の注文行為を行う者をいいます。 

3.「利用者ＩＤ」とは、ヤマト運輸株式会社が、利用者に対して発行する、サーバーへのア

クセス認証に使用する識別記号のことをいいます。 

4.「パスワード」とは、前項の利用者ＩＤの確認の際に必要とするサーバーへアクセス認証

に仕様する識別記号のことをいいます。 

5.「利用開始日」とは、本所が利用者に対し、本サービスの提供開始を通知した日をいいま

す。 

第３条（サービスの内容） 

本所は、利用者に対して、以下の各号に定める「らくうるカート」に関する操作方法のサポ

ートサービスを提供するものとします。 

（１） 「らくうるカート」に関する利用方法に関する案内・問い合わせ対応業務 

（２）本所で利用していたｂ－ＳｍｉｌｅＳｈｏｐからの移行支援・補助 

（３）ｂ－ＳｍｉｌｅＳｈｏｐのＵＲＬ（過去、利用者が本所経由で取得したものに限る。）

継続に関する管理業務 

（４） その他本所が付随して提供するサービス 

 

第４条（本規約の変更） 

1.本所は、利用者の了承を得ることなく、いつでもこの本規約を変更することができるも

のとします。 

2.変更後の本規約については、本所が別途定める場合を除いて、オンライン上に表示した

時点より、効力を生じるものとします。 

3.本規約を変更した場合には、利用者に対して、本所のサイトその他適当な方法において

変更後の本規約の内容を公表するものとし、当該公表後、利用者が本サービスを利用し

たときには、当該利用者は本規約の変更に同意したものとみなされます。 

 

第５条 （届出事項の変更） 

1.利用者は、氏名、住所、電話番号、商号その他本所若しくは本所にザビジネスモール団

体として登録している事業者団体に申告している情報の全部又は一部に変更が生じた場

合、本所が別途指定する方法により、ただちに登録内容を変更するものとします。 

2.本所は、利用者が前項に従って登録内容を変更しなかったことに起因又は関連して、利

用者が被った損害について責任を負わないものとします。 

 

第２章 利用者 



第６条 （利用申請） 

1.本所、若しくは本所にザビジネスモール団体として登録している事業者団体に所属する

事業者のうち、本サービスを利用することを希望する利用者（以下、「申請者」といいま

す。）は、本規約に同意した上で、本所が別途定める方法に従い、本所が別途求める届出

事項を入力して、本サービスの利用申請を行うものとし、利用者の選択に応じて登録に

あたり生じる第９条の利用料の入金確認が取れ、かつ、本所がこれを承諾した場合に本

サービスを利用できるものとします。 

2.申請者は、未成年、成年被後見人、被保佐人又は被補助人のいずれかに該当する場合に

は、法定代理人によって入力されていない、若しくは法定代理人の事前の同意を得てい

なかった場合は、前項に定める利用申請ができないものとします。 

3.本所は、以下の各号のいずれかに該当すると判断した場合は、第１項に定める利用申請

を承諾しないことがあります。 

（１） 届出事項、その他の申告内容に虚偽があったとき 

（２） 過去に本所、若しくは、本所にザビジネスモール団体として登録している事業者団

体との契約に違反したことがあるとき 

（３） 信用状況に問題があると本所が判断したとき  

（４） 本規約に違反があるとき又は違反のおそれがあるとき 

（５） その他本所が不適切と判断したとき 

4. 前項に基づき利用申請を承諾しない場合には、本所が別途定める方法に従い、申請者に

その旨を通知します。ただし、本所が利用申請を承諾しない理由は開示しないものとし

ます。 

5.本所は、第１項に基づき、利用申請を受け、申請者の利用を承諾した場合には、遅滞な

く利用者に対して、本所から利用開始日を通知するものとします。 

 

第７条（契約期間） 

1.本契約の有効期間は１年間とします。ただし、期間の満了前の１か月前までに、利用者

から終了の意思表示がない限り、同一条件で自動更新するものとします。 

2.本契約期間は、「らくうるカート」に関して、利用者とヤマト運輸株式会社間の利用契

約が終了したときは本契約も終了するものとします。 

 

第８条（設備等） 

1. 利用者は、本サービスを利用するために必要な通信機器、ソフトウェア、その他これら

に付随して必要となる全ての機器を、自己の費用と責任において準備し、本サービスが

利用可能な状態に置くものとします。また、自己の費用と責任で、任意の電気通信サー

ビスを経由して本サービスに接続し、利用するものとします。 

2. 利用者は、「らくうるカート」への登録手続完了後、本所に対し、本サービスの運用に

必要な範囲で、「らくうるカート」を管理する権限を付与し、ヤマト運輸株式会社から

付与された「らくうるカート」の利用者ＩＤパスワードその他本所が必要とする情報一

切を提供するものとします。 

3. 本所は、利用者から受領した前項の情報を厳重に管理するものとします。ただし、本所

は、本所の当該管理行為に関して重大な過失がない限り、利用者に対して法的責任を負

いません。 

第３章 料金等 

第９条（利用料金） 

1.利用者は、本所に対し、本サービスの利用料金として、年額２６，４００円（消費税含

む。以下、「利用料」という。）を本所が別途指定する日に支払うものとします。 



但し、年度途中に加入した場合は、加入申込み月から当該年度（3月まで）の残月数に応

じた月割りの金額を本所が別途指定する日に支払うものとします。 

2.利用者は、本所に対し、利用者が選択したプランに応じて、前項の利用料とは別に、ド

メイン管理料を本書が別途指定する日に支払うものとします。 

3.前２項の料金は、本所が任意に変更出来るものとし、変更ある場合には、利用者へ本所

から事前に連絡するものとします。 

 

第１０条（本サービスの料金の支払い方法） 

1.前条の利用料金を、本所が別途定める決済方法で支払うものとします。 

2.利用期間の途中で本契約が終了したときは、事由の如何に関わらず、既に本所が受領し

た前条の利用料金一切を返金しません。 

 

第４章 一般条項 

第１１条（禁止行為） 

利用者は、以下の各号のいずれかに該当する行為又は該当するおそれがあると本所が判断

する行為をしてはなりません。 

（１）利用者が「らくうるカート」を利用していないことが判明した場合、又は、「らく

うるカート」の利用が停止した場合 

（２）利用者が本所の定める利用条件を有しない事が判明した場合 

（３）利用者が実在しない事が判明した場合 

（４）利用申込をした時点で、本規約の違反等により利用資格の停止処分中であり、又は

過去に本規約の違反等で除名処分を受けたことがある事が判明した場合 

（５）利用申込の際の申告事項に、虚偽の記載がある事が判明した場合 

（６）その者が未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人のいずれかであり、利用申

込の際に法定代理人又は成年後見人、保佐人、補助人の同意等を得ていない事が判

明した場合 

（７）本サービスの遂行上又は技術上支障がある、又は支障が生じるおそれがあるとき 

（８）サービス利用料金の入金が確認できない場合 

（９）本所若しくは、ザ・ビジネスモール登録団体を退会した場合 

（１０）サービス利用にあたって本所所定の手続きをすみやかにおこなわないとき 

（１１）利用者が仮差押、差押、競売、破産、民事再生手続その他これらに類する状況に

該当する場合、あるいは利用者の振り出しにかかる手形、小切手が不渡りになる

など信用状態が悪化したと本所が判断した場合 

（１２）利用者の吸収合併又は組織変更等による法人としての同一性の喪失、営業の全部

譲渡されたとき 

（１３）利用者による本サービスに対する破壊行為、妨害行為ないしそれらの恐れがある

とき 

（１４）窃盗、詐欺、恐喝、横領、背任、贈収賄、業務妨害、名誉毀損、侮辱、脅迫、公

然わいせつ物陳列、電磁的記録の改ざん・破壊、不正アクセス等、利用者による

本サービスの悪用ないし濫用が確認されたとき 

（１５）その他、本所が不適当と判断したとき 

 

第１２条（本サービスの内容等の変更） 

1.本所は、運営及び保守管理、改善、改良など必要があるときは、利用者に事前に通知す

ることなく、本サービスの内容・名称を変更することがあります。 



2.前項の変更等によって利用者が何らかの損害を被ったとしても、本所は一切の責任を負

いません。 

 

第１３条（本サービスの一時的な中断・停止） 

1.本所は、以下のいずれかの事由が生じた場合には、利用者に事前に通知することなく、

一時的に本サービスを中断・停止することがあります。 

（１）利用者が第１１条各号に該当したとき 

（２）本サービス用設備等の保守を定期的に又は緊急に行う場合 

（３）火災、停電等により本サービスの提供ができなくなった場合 

（４）地震、噴火、洪水、津波等の天災により本サービスの提供ができなくなった場合 

（５）戦争、動乱、暴動、騒乱、労働争議等により本サービスの提供ができなくなった場

合 

（６）その他、運用上又は技術上本所が本サービスの一時的な中断が必要と判断した場合 

2.本所は、前項各号のいずれか、又はその他の事由により本サービスの提供の遅延又は中

断等が発生したとしても、これに起因する利用者又は第三者が被った損害について一切

責任を負わないものとします。 

 

第１４条（免責） 

1. 本サービスの内容は、本所がその時点で提供可能なものとします。本所は、本サービス

に利用され、あるいは提供されたデータや情報やサポート等について、その完全性、正

確性、適用性、有用性等に関し、いかなる責任をも負いません。 

2. 利用者が、本サービスを利用に伴って、第三者に対し損害を与えた場合、利用者は自己

の費用と責任においてこれを賠償するものとします。 

3. 本所による本サービスの提供における債務の内容は、善良の管理者の注意をもって、サ

ービスの実現を図るものであり、全ての利用者の利用環境に応じて、その利用を保証す

るものではありません。 

4. 本所は、利用者による本サービスの利用に関する過誤、管理不十分、又は第三者による

不正使用等、本規約に定める義務を怠ったことにより、利用者又は第三者が損害を被っ

たとしても、本所の故意又は重過失による場合を除き、責任を負わないものとします。 

5. 本所は、本サービスの提供の遅延、変更、中断、停止若しくは終了、その他本サービス

の利用に関連して利用者又は第三者が損害を被ったとしても、本所の故意又は重過失に

よる場合を除き、責任を負わないものとします。 

6. 利用者が、本サービスを利用することにより、他の利用者又は第三者に対して損害を与

えた場合、当該利用者は自らの責任と費用において解決するとともに、本所に損害を与

えないものとします。 

7. 本所は本サービスに発生した不具合、エラー、障害等により本サービスが利用できない

ことによって引き起こされた損害について一切の賠償責任を負わないものとします。 

 

第１５条（本サービスの中止・廃止） 

1.本所は、事前通知をした上で、本サービスの全部又は一部の提供を中止又は廃止するこ

とがあります。この場合において、本サービスの中止又は廃止の事前通知は、オンライ

ン上で表示された時点で利用者に到達したものとみなします。 

2.前項の手続をとることで、中止又は廃止により損害が発生したとしても一切の責任を負

いません。 

 

第１６条 （譲渡禁止等） 

利用者は、本所の許可なく、利用者として有する地位を第三者に譲渡し、売買名義変更、

質権の設定その他の担保に供する等の行為はできません。 



 

第１７条（解約） 

利用者が本サービスの利用を解約する場合は、本サービスの利用解約をする月の２ヶ月

前までに本所に連絡し、所定の方法で本所に届け出るものとします。 

 

第１８条（知的財産権） 

1. 本サービスを通じて提供される著作権（著作権法２７条及び２８条の権利を含む。以下、

同じ。）その他の知的財産権は、全て本所に帰属するものとします。 

2. 目的の如何を問わず、利用者による無断複製、無断転載その他の無断二次利用行為その

他の国内外の著作権法を含む法令により禁止される行為が発見された場合、本所は直ち

に法的措置をとるものとします。 

3.利用者は、本サービスを通じて本所に提供した著作権その他の権利については、本所が

作成した利用者を識別できない形式に加工したうえで利用することについて許諾し、異

議を述べないものとします。 

4.利用者は、本サービスを通じて本所に提供した著作権その他の権利に関し、第三者との

間で、権利侵害等に関する紛争が生じた場合、自己の責任と費用において解決するとと

もに、本所に損害等を与えないものと、本所が損害を被った場合には賠償するものとし

ます。 

 

第１９条（秘密保持） 

1. 利用者は、本サービスの利用により知り得た本所の技術上又は営業上その他業務上の一

切の情報を、本所の事前の書面による承諾を得ないで第三者に開示又は漏洩してはなら

ず、本サービスの利用のためにのみ利用するものとし、他の目的に利用してはならない

ものとします。ただし、利用者は、弁護士、会計士又は税理士その他法律に基づき守秘

義務を負う者に対し、同様の義務を負わせることを条件に必要最小限の範囲に限って秘

密情報を開示することができます。 

2. 前項の規定は、次のいずれかに該当する情報については、適用しません。 

（１）開示を受けた際、既に自己が保有していた情報 

（２）開示を受けた際、既に公知となっている情報 

（３）開示を受けた後、自己の責めによらずに公知となった情報 

（４）正当な権限を有する第三者から適法に取得した情報 

（５）本所から開示された情報によることなく独自に開発・取得していた情報 

 

第２０条（反社会勢力排除） 

1. 利用者は、本所に対して、以下の各号の事項を確約するものとします。 

（１）自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成

員（以下、「反社会勢力」といいます。）ではないこと 

（２）反社会勢力に自己の名義を利用させ、又は反社会勢力の利益に供するために本サー 

ビスを利用するものではないこと 

（３）自ら又は第三者を利用して、本所に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為や、

偽計又は威力を用いて本所の業務を妨害し又は信用を毀損する行為を行わないこと 



2. 本所は、利用者が前項に違反した場合、利用者に何らの通知又は催告なく、当該利用者

との契約の解除及び登録の抹消その他本規約に定める措置を講じることができるものと

します。 

3. 本所は、前項の措置に起因又は関連して利用者が被った損害について責任を負わないも

のとします。また、当該利用者は、第１項に違反したことに起因又は関連して本所が被

った損害を賠償するものとします。 

 

第２１条（終了後の措置） 

第５条第２項、第８条第３項、第１０条第２項、第１１条、第１２条第２項、第１３条第か

ら第１６条まで、第１８条、第１９条、第２０条第２項及び第３項、第１８条から第２０条

まで、本条、第２３条、第２４条の規定は、本契約が終了した後においても、有効に存続す

るものとします。 

 

第２２条（協議解決） 

本規約に記載の無い事項、及び本規約の解釈につき疑義を生じた事項については、その都

度当事者間において、誠意を持って協議の上解決します。 

 

第２３条（専属的合意管轄裁判所） 

本サービスに関連して生じた紛争については、大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とします。 

 

第２４条（準拠法） 

この本規約に関する準拠法は、日本法とします。 

附 則 

1. この本規約は、令和６年 5月 22 日から施行します。 


